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I. スリランカの貧困状況と政策枠組み 

1. スリランカの貧困の状況の概観  

 約 30 年間続いた内戦および 2004 年のスマトラ島沖地震に伴う津波の被害にもかかわ

らずスリランカ経済は堅調に成長を続け、過去 30 年間の GDP 成長率は平均して約 5%であ

る7。2009 年 5 月に内戦が終結すると、観光業の活性化や復興景気等により 2010 年の GDP

成長率は8%に達した。IMFの分類によるとスリランカは中所得国（middle-income country）

に位置する。2010 年 1 月に大統領選挙、また同年 4 月に議会選挙（4 月）が行われ、ラジ

ャパクサ（Mahinda Rajapaksha）が大統領に再選するとともに、彼を支持する統一人民自

由連合（United People’s Freedom Alliance: UPFA）が 225 議席中 144 議席を獲得した。ラ

ジャパクサ大統領はマヒンダ・チンタナ（Mahinda Chintana）という経済成長戦略を定め、

2016 年までに一人当たり GDP を 4,000 米ドルに引き上げることを公約している（2009 年

現在の一人当たり GDP は 2,375 米ドル）。マクロ経済動向は概ね好調であるが、リーマン

ショックに起因する世界経済の減速に伴う輸出の低迷や内戦の激化、農作物の不作等によ

って、スリランカ経済も打撃を受けた。2009 年 1 月から 6 月の成長率は前年同期比 1.9%

となり、2008 年 7 月から 12 月の 5.3%から急落している。しかし、2009 年 5 月に内戦が

終結すると、内需が拡大し、2009 年 7 月から 12 月の経済成長率は前年同期比 5.2%に回復

した8。 

 経済成長に伴い貧困状況も改善の方向にある。2009 年から 10 年にかけて行われた世

帯所得支出調査（Household Income and Expenditure Survey: HIES）によれば、2006/07

年 HIES 調査において 15.2%であった貧困率は、2010 年には 8.9%まで減少している9。都

市部と農村部およびプランテーション（estate）との間に格差は依然として存在するものの、

農村部とプランテーションにおいても貧困率は改善している。特にプランテーションにつ

いては、2006/07HIES 調査から大きく改善し、農村部との差が少なくなってきている。 

しかし、経済成長による貧困削減の恩恵は地域差がある。西部州や北中部州は貧困率が

低く、それぞれ 4.2%と 5.7%である一方で、東部州は 14.8%、ウバ州は 13.7%、北部州は

12.8%と貧困率が他州に比較して高くなっている。県単位の比較でも、コロンボ県やガンパ

ハ県、カルタラ県といった西部州の県やアヌラーダプラ県やポロンナルワ県といった北中

部州の県の貧困率は 6%以下と低いが、他方、東部州のバティカロア県や北部州のジャフナ

県の貧困率は高く、それぞれ 20.3%と 16.1%となっている。2010 年の MDG 報告書は、開

発の恩恵を西部州だけでなく、他の州や地域にも拡大させていくことが必要であると指摘

                                                  
7 ADB (2012) Development Effectiveness Brief: Sri Lanka, p.1. 
http://beta.adb.org/countries/sri-lanka/main  （2012 年 2 月 16 日アクセス） 
8 IMF (2010), Sri Lanka: Second and Third Reviews Under the Stand-By Arrangement-Staff Report; Press 
Release on the Executive Board Discussion; and Statement by the Executive Director for Sri Lanka, p.21,  
http://www.imf.org/external/pubs/cat/longres.aspx?sk=24317.0 （2012 年 3 月 9 日アクセス） 
9 Department of Census and Statistics (2011) Poverty Indicators: Household Income and Expenditure 
Survey-2009/10. 
http://www.statistics.gov.lk/poverty/PovertyIndicators2009_10.pdf （2012 年 2 月 16 日アクセス）  



2 
 

している10。 

また、北部州は内戦によって大きな被害を受けている。内戦は 2009 年 5 月に終結し、国

内避難民の帰還も進みつつあるものの、内戦はインフラの破壊や貧困状況・食糧安全保障

状況の悪化をもたらした。2009/10 年 HIES 調査や 2011 年の WFP の調査によると、北部

州のジャフナ県やキリノッチ県の平均所得は公式貧困線を下回っている。貧困線以下で生

活する人々の割合は、北部州の多くで 6 割前後となっており、経年変化で見ても、貧困率

について 2010 年と 2011 年の比較で大きな改善が見られていない。内戦は食糧安全保障状

況の悪化ももたらしている。居住地域から退去を余儀なくされたり、不動産や家畜等の財

産を失ったりすることに加えて、内戦が終結しても内戦期に埋設された地雷により農業生

産が出来なくなっていることが原因である。特に北部州のキリノッチ県では 8 割以上の人々

が食糧安全保障上の危機にあるとされる。加えて、北部州・東部州は 2010 年後半のモンス

ーンに伴う豪雨・洪水により甚大な被害を受けた。特に被害が激しかったアンパーラ県、

バティカロア県、トリンコマリー県、ポロンナルワ県では、多くの人々が家屋の損傷や退

去を余儀なくされ、また、豪雨・洪水は農作物に被害をもたらした。従来から北部州およ

び東部州は貧困率が高かったが、内戦や自然災害はこれらの地域の貧困状況にさらに追い

打ちをかけるものといえる。 

 

 

図表 5 世帯所得、ジニ係数、貧困率（全国） 11 

 

                                                  
10 UNDP (2010), Millennium Development Goals Country Report 2008/09, p.1 
11 Department of Census and Statistics (2011), Household Income and Expenditure Survey 2009/10 p.ix.  
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2. スリランカの貧困削減のための政策枠組み 

(1) マヒンダ・チンタナ（Mahinda Chintana） 

マヒンダ・チンタナ（Mahinda Chintana）は2006年から2016年までの開発枠組みで、

2010年に改訂版が出されている。マヒンダ・チンタナは2005年の大統領選においてラジャ

パクサ大統領が示した公約をもとにした経済成長戦略で、策定は2006年後半、実質的な実

施開始は2007年である。2006年版では、内戦の解決、大規模インフラ開発（電力、港湾、

空港、上水施設、灌漑、道路・輸送）農業活性化、企業、公的サービスの強化等が掲げら

れていた。スリランカ政府は2009年までのマヒンダ・チンタナの成果として以下のことを

挙げている12。 

・ 約6%の経済成長 

・ 一人当たりGDPを2004年の1,062米ドルから2009年に2,053米ドルに引き上げ 

・ 失業率を2005年の7.4%から2009年の5%に改善 

・ 2005年から2009年にかけて、電力供給率を75%から87%、安全な飲料水の提供を80%

から85%、情報通信を23%から86%、道路アクセスを93%から95%に改善 

・ 2005年から2009年にかけて、就学率を95%から98%、識字率を95%から97%、コンピ

ューター・リタラシーを10%から20%、乳幼児死亡率を11.2人から10.9人（ともに1,000

人あたり）、出生時平均余命を73.2歳から74.1歳、女性の労働参加を32.6%から34.3%、

人間資源指数を0.740から0.759に改善 

・ 幸福度指数をアジア1位、世界で8位に改善 

 

 2010年版マヒンダ・チンタナでは、環境に優しい経済と迅速な発展、電力・水・学

校・保健施設へのアクセスの確保と質の高い生活を送れる安定した社会の達成、新興市場

経済国としての地位の確立とグローバル経済への統合と競争力の向上などが目標に掲げら

れている。貧困との関わりでは、ミレニアム開発目標を達成するために下記の目標が掲げ

られている13。 

・ 飢餓と極度な貧困の根絶 

・ 全国民へ中等教育の普及 

・ 栄養失調児童の割合を1/3から12-15%減らす 

・ 出生時平均余命を76歳から80歳に延ばす 

・ 都市部におけるきれいな水の普及率を65%から90%に拡大 

 

 これらの目標を達成するための数値目標も設定されており、経済成長率を年率8%に

                                                  
12 Government of Sri Lanka (2010), Mahinda Chintana,: Vision for the Future p.2. 
http://www.treasury.gov.lk/publications/mahindaChintanaVision-2010full-eng.pdf （2012 年 3 月 16 日アクセ

ス） 
13 Mahinda Chintana, p.3. 
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して、2016年までに一人当たりGDPを4,000米ドルにすることや、雇用に占める農村セクタ

ーの雇用を2/3から半分に減らすこと、都市人口割合を1/4から1/3に増やすことなどが定め

られている14。 

 

図表 6 マヒンダ・チンタナの数値目標（2010 年）15 

 

 

 地方・農村開発や経済発展・貧困削減に関するマヒンダ・チンタナの方針は以下の

とおりである。 

 

(i) 地方・農村開発16 

 人口の8割が農村部に居住し、7割が農業に従事していること、また農業がGDPおよ

び輸出に占める割合が大きいことから、農業および農村部の開発は政府戦略の重要課題で

あるとされる。特に重要な目標として下記の4点がマヒンダ・チンタナで挙げられている。 

・ 年間6%の農業生産性の向上：高収穫品種、植物原料、貸付、研究、農地拡大への投資

拡大、農業市場の競争性および効率性の改善、農村部の技術および市場に関する情報の

利用可能性の改善、研究開発の促進。 

・ 生産品種の多様化：水田休耕期における高価格品種の生産、非水田および非灌漑地にお

けるトウモロコシや大豆等の生産、温室・浸透灌漑・太陽光発電灌漑の活用、花卉園芸

の導入等 

                                                  
14 Mahinda Chintana p.3. 
15 Mahinda Chintana. 
16 Mahinda Chintana, pp.34-35. 
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・ 農業外雇用機会の創出：農村部における労働集約的産業促進のための事業開発環境整備。 

・ 農村部のインフラ整備：農村部の道路アクセス、電化、情報技術、小規模灌漑、水供給

プロジェクトによる農村部のエンパワーメント。 

 

(ii) 経済発展および貧困削減17 

 経済成長、雇用、貧困削減のためのマヒンダ・チンタナ開発目標達成に必要なもの

として、下記の重点項目が挙げられている。 

・ 世界経済への統合：FTAの促進による関税率の引き下げ、輸出・輸入において競争にさ

らされているセクターの効率性改善、グローバル市場および技術へのアクセス改善 

・ 民間セクターの強化：発電所、港湾、道路・高速道路、灌漑、水施設への公的投資拡大、

観光IT、都市部開発、情報分野、港湾、航空サービス、農業、再生エネルギー、廃棄物

処理等が優先分野。規制、マクロ経済政策環境、税制等の改善。 

・ 国営企業（SOE）改革：SOEの財政、経営、人的資源改革。 

・ 銀行システムの強化：中央銀行による監督強化、資本基盤の改善、銀行以外の金融機関

の強化 

・ 財政安定性の確保：中長期的な財政安定性の確保 

 

 また、2010年版マヒンダ・チンタナでは、地方の課題の解決のため、各州の開発イ

ニシアティブや貧困削減イニシアティブが設けられている。各イニシアティブにおいて、

特に貧困に関する数値目標を挙げる（数字は2009年から2016年にかけて）。 

Rajarata Navodaya（北中部州）18 

・貧困率7.0%⇒4.0% 

・乳幼児死亡率（1,000人あたり）8.5⇒4.7 

・妊産婦死亡率（1,000人あたり）8.5⇒4.7 

・安全な飲料水82.7%⇒90% 

Kandurata Udanaya（中部州）19 

・貧困率9.5%⇒5.9% 

・乳幼児死亡率（1,000人あたり）11.1⇒5.9 

・妊産婦死亡率（1,000出産数あたり）0.46⇒0.21 

・安全な飲料水72.1%⇒80% 

Pubudamu Wellassa（ウバ州）20 

・貧困率9.3%⇒5.8% 

・乳幼児死亡率（1,000人あたり）9.3⇒5.8 

                                                  
17 Mahinda Chintana, pp.79-80. 
18 Mahinda Chintana, p.211. 
19 Mahinda Chintana, p.220. 
20 Mahinda Chintana, p.230. 
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・妊産婦死亡率（1,000人あたり）5.5⇒2.0 

・安全な飲料水78.3%⇒88% 

Sabaramuwa Arunalokaya（サバラガムワ州）21 

・貧困率9.3%⇒5.7% 

・乳幼児死亡率（1,000人あたり）5.5⇒2.5 

・妊産婦死亡率（100,000人あたり）0.44⇒0.28 

・安全な飲料水72.0%⇒85% 

Uthuru Wasanthaya（北部州）22 

・貧困率n/a%⇒6.9% 

・乳幼児死亡率（1,000人あたり）3.0⇒1.5 

・妊産婦死亡率（1,000出産数あたり）0.56⇒0.31 

・安全な飲料水n/a%⇒70.0% 

Negenahira Navodaya（東部州）23 

・貧困率5.0%⇒2.0% 

・乳幼児死亡率（1,000人あたり）10.7⇒5.9 

・妊産婦死亡率（1,000出産数あたり）0.53⇒0.38 

・安全な飲料水89.1%⇒94% 

Wayamba Pubuduwa（北西部州）24 

・貧困率7.0%⇒3.0% 

・乳幼児死亡率（1,000人あたり）8.7⇒5.9 

・妊産婦死亡率（1,000出産数あたり）0.42⇒0.25 

・安全な飲料水86.2%⇒95.0% 

Ruhunu Udawa（南部州）25 

・貧困率9.0%⇒4.0% 

・乳幼児死亡率（1,000人あたり）8.6⇒4.6 

・妊産婦死亡率（1,000出産数あたり）0.36⇒0.22 

・安全な飲料水85.0%⇒94.0% 

Ran Aruna（西部州）26 

・貧困率4.0%⇒1.0% 

・乳幼児死亡率（1,000人あたり）9.3⇒3.2 

・妊産婦死亡率（1,000出産数あたり）0.34⇒0.15 

・安全な飲料水94.4%⇒99.0% 

                                                  
21 Mahinda Chintana, p.239. 
22 Mahinda Chintana, p.253. 
23 Mahinda Chintana, p.265. 
24 Mahinda Chintana, p.274. 
25 Mahinda Chintana, p.285. 
26 Mahinda Chintana, p.298. 
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(2) 社会保障政策・社会インフラ整備政策 

 スリランカは、独立以来、教育や医療といった社会政策を重視してきた国であり、識字

率や出生時平均余命の数値は高い。貧困層や脆弱層に対する公的支援も行われてきており、

そのうち最も重要な社会保障政策が後述のサムルディ政策である。サムルディ計画は、サ

ムルディ局とサムルディ公社によって実施される。サムルディ計画以外の社会保障政策は

主として社会サービス省や保健省が担っている。社会サービス省の活動は、障害者保護お

よび職業訓練、高齢者保護、母子家庭の生活保護、貧しい児童が対象の”Sisunena Pubuduwa”

プログラム27の実施等が含まれる28。 

 保健省は、保健セクターのインフラ整備などヘルスケアの提供を改善するためにプログ

ラムを実施している。2010年には24億スリランカ・ルピー（以下、LKR）29がインフラ整

備に配分されている。また、2009年5月に内戦が終結したことから、ジャフナ病院開発プロ

ジェクトなど北部州および東部州においてプロジェクトが実施されている。また、保健サ

ービスに携わる人員の質・量を向上させるためのプログラムも実施している30。 

 教育分野では、教育省が国立学校への需要の高まりに応えるために、特定の郡事務局に

属する150の学校を”Isuru School”として、これらの学校を国立中等学校に相当するレベルに

する計画に取り組んでいる。2012年末までにIsuru Schoolを325校に増やす計画である31。

その他、スリランカ政府は全土で1,000校の中等学校の設立、”Teacher Villages”を設けて、

地方に赴任する教師の生活状況を向上させることを通じて地方の教師不足を解消、地方の

学校へのIT設備導入などに取り組んでいる。 

 

                                                  
27 Sisuena Pubuduwa プログラムは、児童に読書習慣を身につけさせるためのプログラムである。困難な状況に

ある郡事務局（Divisional Secretariat）における Grama Niladhari Division で無償で働いてくれる 10 人の指導者

に訓練を施し、50,000LKR 相当の本と陳列棚（almyrah）が提供される。 
Ministry of Social Services website, 
http://www.socialwelfare.gov.lk/web/index.php?option=com_content&view=article&id=138&Itemid=113&lan
g=en （2012 年 3 月 9 日アクセス） 
28 Ministry of Social Services website,  
http://www.socialwelfare.gov.lk/web/index.php?option=com_content&view=article&id=46&Itemid=100&lang
=en 
29 1 スリランカ・ルピー（LKR）=0.662 円（JICA 精算レート、2012 年 3 月現在） 
http://www.jica.go.jp/announce/manual/form/consul_g/pdf/rate_2011.pdf（2012 年 3 月 23 日アクセス）  
30 Central Bank of Sri Lanka (2011), Annual Report 2010, p.74. 
http://www.cbsl.gov.lk/pics_n_docs/10_pub/_docs/efr/annual_report/AR2010/English/content.htm（2012 年

3 月 9 日アクセス）  
31 Central Bank of Sri Lanka (2011), Annual Report 2010, p.75. 



8 
 

図表 7 保健および教育に対する政府支出の割合（GDP 比）32 

 

 

  

  都市開発局（Urban Development Authority: UDA）は、都市化が急激に進むコロンボ市の

開発計画を策定し、サービスが行き届かない人々の生活環境改善に取り組んでいる。この

計画のもと、コロンボ市とその近郊の250ヘクタールの土地が開発されることになっており、

2010年には31億LKRが投じられている。また、UDAは2010年に100億LKRの社債を発行し、

劣悪な住居に住む居住者向けの低所得住宅スキームに充てている33。 

 貧困層対策として主要なものは、1989年から1995年に実施されたジャナサビア計画と

1995年にジャナサビア計画を引き継いだサムルディ計画がある。 

 

(3) ジャナサビア(Janasaviya)計画34 

 ジャナサビア計画は1989年に開始された。ジャナサビア計画の目的は、フードスタンプ

計画登録世帯への給付がインフレの進展により十分でなくなっているとして、彼らに対す

る補償を改善することにある。同計画の下、貧困世帯は月に2,500LKRを2年間にわたり受

給することができる。給付金は二つの部分によって構成されている。一つは、主要な食料

品を購入するための給付として1,458LKRが充てられる。1,458LKRのうち458LKRは世帯の

希望に沿って使用または政府銀行で貯蓄される。食料品を除く残りの1,042LKRは、政府銀

行の口座に預けられる。2年間の貯蓄合計額である25,000LKRは、収入創出活動のための資

                                                  
32 Central Bank of Sri Lanka (2011), Annual Report 2010, p.71. 
33 Central Bank of Sri Lanka (2011), Annual Report 2010, p.78. 
34 ジャナサバー計画の概要は次を参照。UNESCAP (n.d.), “Rural Poverty in Sri Lanka,” Regional Expert 
Meeting on Capability-Building to Alleviate Rural Poverty, p.114. 
http://www.unescap.org/rural/doc/beijing_march97/index.htm （2012 年 3 月 9 日アクセス） 
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金ないしローンの抵当として利用することができる。 

 ジャナサビア計画の受給者は、20日間の訓練または生産活動に従事しなければならない。

この条件を満たさない場合、給付が停止される。 

 初の給付は1989年に行われ、224,000世帯のフードスタンプ受給者から164,000世帯が抽

出された。第2回は1990年に行われ、その際はフードスタンプ受給可能世帯または月収

700LKR以下の120,000世帯が受給対象となった。 

 貧困対策を目的に始まったジャナサビア計画であるが、貧困対策に十分な効果を発揮し

たとはいいがたい。所期の目的を達成できなかった原因として、農村部の非熟練労働者の

月収は約1,000LKRであったことから、月々1,458LKRの給付は非熟練労働者の就労意欲の低

下につながったことが挙げられる。また、ジャナサビア計画受給者と計画導入当初受給資

格以上の収入を得ていた層との不平等を生んだこと、また、初期の受給者と後期の受給者

との間で不平等を生んだことも問題であった。 

 スリランカ政府はジャナサビア計画に多くの支出と労力を投入したものの、受給者の

90%は貧困にとどまったままで、貧困から抜け出せる可能性は低かった。このような問題

により、ジャナサビア計画は1995年、サムルディ計画に取って代わられた。 

 

(4) サムルディ計画 

サムルディ計画（Samurdhi Programme）は貧困問題解決のため、1994 年に導入された

政策である35。GDP の約 1%に相当する予算が充てられており、対象世帯は 160 万世帯に

達する。2007 年に制度の合理化が行われ、ジャナサバー（Janasabha）と呼ばれる受給者

選定手続きが新たに導入された。新たな選定手続きの導入により受給者は人口の 33%にま

で削減された。このことはサムルディ政策にはさらなる合理化の余地があることを示して

おり、より所得の創出につながる活動へ支給することが重要であるといえる。 

サムルディ計画には、インフラ（集落）開発プログラム、生活開発プログラム、精神・

社会開発プログラム（Spiritual and social development programmes）が導入されている36。

2010 年において、インフラ開発プログラムでは、16 億 6000 万 LKR が投じられ、3,060 の

Samurdhi Garama Niladhari Division のインフラ開発が実施された。生活開発プログラムは、

低所得者家庭が持続的に成長できるようにすることが目的である。2010年は3,060のGama 

Neguma GN 地区やその他の GN 地区で、農村開発や製造業、畜産、漁業、商業、サービス

産業分野に関するプログラムが実施された。2010 年の予算は 7 億 9700 万 LKR である。精

神・社会開発プログラムでは、農業、漁業、畜産業、製造業、商業分野で計 77,732 のプロ

ジェクトが承認され、24,446 のプロジェクトが完了している。 

また、マイクロファイナンスを提供するためのプログラムとして、サムルディ金融社会

                                                  
35 サムルディ政策の概要は次を参照。UNDP (2010), Millennium Development Goals Country Report 
2008/09, p.26. 
36 Ministry of Economic Development website, Samurdhi, http://med.gov.lk/english/?page_id=21 （2012 年

2 月 16 日アクセス） 
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プログラム（Samurdhi Banking Societies Programme）がある37。2009 年時点でムライテ

ィブ県およびキリノッチ県を除いて全国で 1,042 の支部が設けられている。加入者は全体

で 258 万 8059 人で、女性が 1,691,112 人（全体の 65.34%）、男性が 896,947 人（全体の

35.66%）である。2009 年末時点の預金総額は 135 億 3700 万 LKR で、貸付総額は 483 億

5300 万 LKR である。 

 

図表 8 サムルディ計画の予算内訳（2010 年）38 

 

 

                                                  
37 Samurdhi Authority of Sri Lanka website, Samurdhi Bank Societies.  
http://www.samurdhi.gov.lk/web/index.php?option=com_content&view=article&id=100&Itemid=78&lang=en
（2012 年 2 月 16 日アクセス） 
38 Ministry of Economic Developmen websitet, Samurdhi. 
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図表 9 貸付の利子率39 

Type of loan 
Rate of 

interest % 

Self employment 12% 

Cultivation 12% 

Fisheries 12% 

Distress 12% 

Consumer 12% 

Housing 12% 

“Swasakthi” 7% 

“Mihijaya” 8% 

 

援助を受けられるのは、月々の所得が 1,500LKR 以下の世帯であるが、さらに 4 つの下

位カテゴリーが設けられている。所得が 500LKR 以下かつ 5 人以上の構成員がいる世帯は

月々1,000LKR の支援を受けられる。世帯構成員が一人の世帯は月々100LKR、二人の場合

は 200LKR、その他のカテゴリーに属する世帯は月々500LKR の給付を受けられる（図表 10

参照）。反対に支援の打ち切り基準は、世帯の所得が 6 カ月継続して 2,000LKR を超える

か家族の少なくとも誰か一人が職を見つけることである40。 

サムルディ局の発表によると、2010 年現在のサムルディ補助金プログラムの受給世帯は

1,573,207 世帯である。受給世帯が多い地区は、ガンパハ県、キャンディ県、クルネーガラ

県、ラトナプラ等で 10 万を超える世帯が補助金を受け取っている。 

 

 

                                                  
39 Samurdhi Authority of Sri Lanka website, Samurdhi Bank Societies.  
40 ILO(2000), The Samurdhi Poverty Alleviation Scheme, p.13. 
http://ilo-mirror.library.cornell.edu/public/english/region/asro/colombo/download/rozscl00.pdf（2012 年 2 月

21 日アクセス）  
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図表 10 サムルディ政策認定基準（2000 年）41 

 

 

 

                                                  
41 ILO(2000), The Samurdhi Poverty Alleviation Scheme, p.13. 
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図表 11 サムルディ政策の受益世帯（2010 年）42 

District Total No. of families

Colombo 55,603 

Gampaha 134,860 

Kalutara 71,000 

Kandy 104,084 

Matale 48,780 

Nuwara-Eliya 44,441 

Galle 82,080 

Matara 75,140 

Hambantota 60,927 

Jaffna 52,560 

Vavuniya 11,245 

Batticaloa 86,547 

Ampara 79,694 

Trincomalee 41,539 

Kurunegala 157,190 

Puttalama 60,309 

Anuradhapura 71,160 

Polonnaruwa 31,661 

Badulla 62,774 

Monaragala 49,356 

Ratnapura 116,878 

Kegalle 75,378 

  

Grand Total 1,573,207 

 

 

 

 

                                                  
42 Samurdhi Authority of Sri Lanka website.  
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II. 貧困線に基づく分析 

1. 貧困線とデータ 

スリランカでは、2004 年に公式貧困線（Official Poverty Line: OPL）が導入された43。貧

困線の設定にあたっては絶対貧困線アプローチが採用されている。2002 年における最低栄

養摂取量として 2,030 キロカロリーが設定され、この 2,030 キロカロリーを満たす一人当

たり支出として公式貧困線が設定される。物価変動については、コロンボ消費者物価指数

（Colombo Consumer Price Index:CCPI）により変動が加味される。あらゆる個人の栄養量

を合計することで日々のカロリーの量の国全体の総計を算出し、それを全人口で除すこと

で平均カロリー量が算出される。次にこの栄養基準に対応する貧困線を設定するためにベ

ーシックニーズ費用アプローチ（Cost of Basic Needs：CBN）が用いられる44。地域の日用

品価格は、ラスパイレス空間物価指数（Laspyeres spatial price）によって算出される45。

2004 年の公式貧困線導入以前は、食料エネルギー摂取法（Food Energy Intake method: FEI）

に基づき貧困線が求められていたが、センサス統計局は、公式貧困線導入以後は FEI 手法

を用いないとしている。 

実際に公式貧困線導入以前と以後とでは貧困線の設定および貧困層の割合について乖離

が見られる。センサス統計局により 1999 年に作成された”Statistical Abstracts of the 

Democratic Socialist Republic of Sri Lanka”では貧困線は 743LKR に設定され、それによる

と 1995/96の貧困率は 26.7%となる46。他方、公式貧困線では 1995/96年の貧困線は 833LKR

で、貧困率は 28.8%となる。 

2002 年の HIES 調査時は 1,423 スリランカ LKR に貧困線が設定されていたが、2009/10

年に実施された世帯所得支出調査（Household Income and Expenditure Survye: HIES）で

は、インフレを加味した公式貧困線として、1 カ月の全支出が 3,028 スリランカ LKR とい

う数字が設定されている47。 

 

 

                                                  
43 Department of Census and Statistics (2004), Official Poverty Line for Sri Lanka. 
http://www.statistics.gov.lk/poverty/OfficialPovertyLineBuletin.pdf （2012 年 3 月 9 日アクセス） 
44 食料貧困線（food poverty line）の算出手順は次の通り。①第 2 分位と第 4 分位の世帯を参照グループとして

抽出、②支出、量、水低カロリー量のデータが利用可能な食料品全てを抽出、③参照グループの食料品支出とカ

ロリー摂取量の合計を算出、④カロリーを支出で除して、カロリーあたりの費用を算出。2004 年時点では、食料貧

困線は 973LKR。 
 非食料貧困線（non-food component）は、下限は、世帯当たりの全支出が食料貧困線に近い世帯の平均非食

料支出として設定される。他方、上限は、世帯当たりの食料支出が食料貧困線に近い世帯の平均非食料支出とし

て設定される。 
Department of Census and Statistics (2004), Official Poverty Line for Sri Lanka, p.4. 
45 Department of Census and Statistics (2004), Official Poverty Line for Sri Lanka, p.5. 
46 JBIC(2001), 『貧困プロファイル スリランカ民主社会主義共和国』1 頁。 
47 Department of Census and Statistics (2011) Poverty Indicators: Household Income and Expenditure 
Survey-2009/10, p.1. 
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図表 12 スリランカの貧困ライン（2002 年、2006/07 年、2011 年）48 

 

 

 

2. データリソース49 

 貧困に関するデータは、センサス統計局（Department of Census and Statistics）が実施

している HIES 調査に基づいている。最新の HIES は 2009 年 7 月から 2010 年 6 月にかけ

て実施されたもので、北部州のマナー県、キリノッチ県、ムライティブ県の 3 県を除く全

ての地域を対象としている。HIES 調査では全国を全国、セクター別、州別、県別に分類し

ている。セクターは、都市部（urban）、農村部（rural）、プランテーション（estate）の 3

つに分けられる。都市部は、地方自治体委員会（municipal council）もしくは都市委員会

（urban council）によって統治される地域である。プランテーションは、面積 20 エーカー

以上で、かつ 10 人以上の住み込み労働者が存在するプランテーション地域を指す。農村部

は、都市部およびプランテーションの両方に属さない居住地域である。 

 2009/10 年 HIES 調査のサンプル数は 22,581 世帯である。地雷除去作業や再定住作業が

継続しているため、北部州のマナー県、キリノッチ県、ムラティブ県が調査対象外となっ

ているのは上述のとおりである。北部州 3 県が除外されている点で HIES はスリランカの貧

困状況を完全に反映しているとはいえない。特に北部州は内戦の被害を受けており、実際

の貧困率や貧困状況は HIES 調査の数字よりも悪くなる可能性がある点について留意する

必要がある。 

 

                                                  
48 Department of Census and Statistics website,  
http://www.statistics.gov.lk/poverty/monthly_poverty/index.htm （2012 年 2 月 21 日アクセス） 
49 データリソースについては次を参照。Department of Census and Statistics (2011), Household Income and 
Expenditure Survey 2009/10, p.1. 
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3. 貧困の状況―貧困率・貧困ギャップ率の分析 

 2009/10 年の HIES 調査によると、スリランカの貧困率は全国で 8.9%である。セクター

別で見ると、都市部が 5.3%、農村部が 9.4%、プランテーションが 11.4%となっており、

プランテーションの貧困率が他のセクターに比較して高いことがわかる。貧困層に占める

各セクターの割合は、プランテーションの貧困層は 11 万 7000 人で、貧困層全体の 6.5%を

占めている。農村部の貧困層は 153 万人で全体の 84.7%を占める（全貧困層は 180 万人）50。 

州別で見ると、西部州の貧困率が 4.2%、北中部州の貧困率が 5.7%と、貧困率が低い州

がある一方、それ以外の州の貧困率は 10%前後と州の間で格差があることがわかる。特に

東部州（14.8%）、ウバ州（13.7%）、北部州（12.8%）の貧困率が他の州よりも高くなって

いる。 

 県別で見ると全国で最も貧困率が高い県は東部州のバティカロア県（20.3%）で二番目に

貧困率が高い北部州のジャフナ県（16.1%）よりも約 4%貧困率が高く、スリランカにおい

て一際貧困率が高い県といえる。最も貧困率が低いのは北部州のワウニヤ県で 2.3%となっ

ている。コロンボ県（3.9%）やガンパハ県（3.9%）、カルタラ県（6.0%）といった西部州、

アヌラーダプラ県（5.7%）やポロンナルワ県（5.8%）といった北中部州の県は貧困率が低

い。他方、ウバ州のモネラガラ県の貧困率は 14.5%、バドゥッラ県は 13.3%であり、東部

州は先述のバティカロア県が 20.3%、アンパーラ県が 11.8%であり、北部州は先述のワウ

ニヤ県が 2.3%、ジャフナ県が 16.1%と、ワウニヤ県を除くと、東部州および北部州は貧困

率が高い傾向にある。 

 

 

                                                  
50 Department of Census and Statistics (2011) Poverty Indicators: Household Income and Expenditure 
Survey-2009/10, p.2. 
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図表 13 貧困率（2009/10）51 

 

                                                  
51 Department of Census and Statistics (2011), Household Income and Expenditure Survey 2009/10, p.35. 
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図表 14 貧困層に占める各地域の割合（2009/10）52 

 

 

 

 貧困率の時系列的変化を見ると、スリランカの貧困率が順調に改善していることがわか

る。1990 年以降について、1995/96 年の HIES 調査では貧困率は 28.8%であったが、2002

年調査では 22.7%、2006/07 調査では 15.2%、2009/10 年調査で 8.9%と、2009/10 年の貧

困率は 15 年前に比較して約 1/3 になっている。 

 地域別で見ると、2009/10 年の大きな特徴はプランテーションの貧困率が 2006/07 年調査

から大きく改善していることである。2006/07 年調査では 32%であったプランテーション

の貧困率は、2009/10 年調査時には 11.4%と、農村部の貧困率 9.4%とそれほど差がなくな

っている。プランテーションの貧困率が低下した原因として、2006/07年のHIES調査以降、

食料価格が低下したことおよびプランテーションの雇用および賃金が上昇したことが考え

られる。 

 県別で見ると、2006/07 年調査からほとんど全ての州で貧困率が改善しているが、東部州

のバティカロア県とアンパーラ県のみ貧困率が悪化している（それぞれ 10.7%→20.3%、

10.9→11.8%）53。対して貧困率が最も改善したのが中央州のヌワラエリヤ県である（33.8%

                                                  
52 Department of Census and Statistics (2011) Poverty Indicators: Household Income and Expenditure 
Survey-2009/10, p.2. 
53 バティカロア県の貧困率が大幅に上昇した理由は明らかでない。2006/07HIES でのバティカロア県のサンプル
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→7.6%）。同州にはプランテーションが多いため、プランテーションの貧困率が大きく改善

された結果が同州の貧困率の改善に貢献した54。その他ハンバントタ県、バドゥッラ県、モ

ネラガラ県、ラトナプラ県の貧困率が大きく改善されている。 

 

図表 15 貧困率推移（1990/91－2009/10）55 

 

 

 

                                                                                                                                                  
世帯数は 870（回答世帯数は不明）で、2009/10HIES の 930 世帯（回答世帯数は 777）と大きな差はない。HIES
調査は通常 1 年間だが、2009/10HIES では、地雷除去および国内避難民の帰還活動により東部州の調査期間

が 10 カ月に短縮されている。しかし、この調査期間の短縮が統計結果にどのような影響を与えたかは明らかでは

ない。 
54 Department of Census and Statistics (2011) Poverty Indicators: Household Income and Expenditure 
Survey-2009/10, p.2. 
55 Department of Census and Statistics (2011) Poverty Indicators: Household Income and Expenditure 
Survey-2009/10, p.1. 
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図表 16 地域別貧困率の推移（1990/91－2009/10）56 

 
 

 

 

                                                  
56 Department of Census and Statistics (2011) Poverty Indicators: Household Income and Expenditure 
Survey-2009/10, p.1. 
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図表 17 県別貧困率の推移（1990/91－2009/10）57 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

                                                  
57 Department of Census and Statistics (2011) Poverty Indicators: Household Income and Expenditure 
Survey-2009/10, p.2. 

 HIES Survey Period 

Location 1990/91 1995/96 2002 2006/07 2009/10 

National 26.1 28.8 22.7 15.2 8.9 

Urban 16.3 14.0 7.9 6.7 5.3 

Rural 29.5 30.9 24.7 15.7 9.4 

Estate 20.5 38.4 30.0 32.0 11.4 
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4. 貧困ギャップ率の分析 

2009/10 年の HIES 調査によると、スリランカの貧困ギャップ率は 1.7%である。地域別で

見ると、都市部の貧困ギャップ率は 1.2%、農村部は 1.8%、プランテーションは 2.1%とな

っており、セクター間で格差が生じている。州別では、西部州の貧困ギャップ率が 0.8%、

北中部州は 1.0%と、貧困率同様、西部州と北中部州の貧困ギャップ率が低い。一方、最も

貧困ギャップ率が高いのは東部州で 3.2%となっている。貧困ギャップ率が 2%を超えるの

は、ウバ州（2.4%）、北西部州（2.4%）、北部州（2.1%）、サバラガムワ州（2.1%）である。 

 県別で見ると、最も貧困ギャップ率が低いのがワウニヤ県で 0.3%、次にコロンボ県

（0.7%）、ガンパラ県（0.7%）となっている。対して最も貧困ギャップ率が高いのが東部

州のバティカロア県で 5.1%である。続いてウバ州のモネラガラ県（2.8%）、北西部州のク

ルネーガラ県（2.6%）、北部州のジャフナ県（2.6%）となっている。これらからバティカ

ロア県の数値が他の地区に比べて圧倒的に悪いことがわかる。 

 二乗貧困ギャップ率は、スリランカ全体で 0.5%である。セクター別で見ると、都市部で

0.4%、農村部で 0.5%、プランテーションで 0.6%とセクター間で顕著な差は見られない。

州別では西部州が 0.2%、北中部州が 0.3%で全国で最も低い。一方、最も二乗貧困ギャッ

プ率が高いのが東部州で 1.1%となっている。 

 県別で見ると、最も二乗貧困ギャップ率が低いのが北部州のワウニヤ県（0.1%）で、続

いて西部州のコロンボ県やガンパハ県、中部州のヌワラエリヤ県が 0.2%となっている。 

 貧困ギャップ率を経年変化で見ると、スリランカ全体の貧困ギャップ率は 2006/07HIES

調査の 3.1%から 2009/10HIES 調査では 1.7%に改善している。セクター別では、全てのセ

クターで数値の改善が見られる。都市部は 2006/07 調査の 1.3%から 1.2%に、農村部は 3.2%

から 1.8%に、プランテーションは 6.2%から 2.1%に改善している。地域別でも、ほとんど

の州で貧困ギャップ率が改善しており、特にウバ州は 6.2%から 2.4%になっている。一方、

東部州は 2.1%から 3.2%に悪化している。北部州は 2006/07HIES の調査対象外であったた

め、比較はできない。 
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図表 18 貧困ギャップ率・二乗貧困ギャップ率（2009/10）58 

 

                                                  
58 Department of Census and Statistics (2011), Household Income and Expenditure Survey 2009/10 p.36. 
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図表 19 貧困ギャップ率・二乗貧困ギャップ率（2006/07）59 

 
 

                                                  
59 Department of Census and Statistics(2008）, Household Income and Expenditure Survey-2006/07 (Final 
Report), p.52. 
http://www.statistics.gov.lk/HIES/HIES2006_07Website/Publications/HIES200607Final%20ReportWeb%20
.pdf  
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5. 格差の分析―ジニ係数・所得階層の分析 

 HIES 調査によると、所得に基づく 2009/10 年のジニ係数は 0.49 であった。都市部では

0.48、農村部で 0.49、プランテーションでは 0.43 とプランテーションのジニ係数が最も低

くなっている。州別で見ると、北西部州が 0.54 と最も高く、続いてサバラガムワ州が 0.53

となっている。最もジニ係数が低い州は南部州と東部州で 0.42、次に北中部州が 0.44 とな

っている。県別では、最もジニ係数が低い州は北部州のジャフナで 0.37、続いて東部州の

トリンコマリー県（0.39）、西部州のカルタラ県および南部州のマータラ県（0.41）となっ

ている。貧困率が低かったワウニヤ県やコロンボ県、ガンパハ県は、それぞれ、0.45、0.45、

0.51 であり、逆に貧困率が高かったバティカロア県のジニ係数は 0.44 となっている。 

 支出に基づくジニ係数は、スリランカ全土が 0.39、セクター別では都市部、農村部、プ

ランテーションは、それぞれ 0.39、0.38、0.31 で、プランテーションのジニ係数が最も低

い。収入・支出両面で、プランテーションのジニ係数が最も低く、不平等率が小さい。 

ジニ係数の経年変化を見ると、2006/07HIES 調査の世帯所得ジニ係数は 0.49 であったの

で、世帯所得ジニ係数について全く改善が見られていない。他方、2006/07 年 HIES 調査の

世帯支出ジニ係数は 0.41 であったので、0.02 ポイント改善している。ただし、1980/81 年

調査からの数値を踏まえると、ジニ係数はほとんど改善していない、ないし悪化している

といえる。 

 HIES 調査でスリランカの所得分布を見ると、最も裕福な 20%の層がスリランカの全所得

の 54.1%を占め、中間層が 41.4%、最貧層はわずか 4.5%を占めるに過ぎない。 
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図表 20 ジニ係数（収入、2009/10）60 

 

                                                  
60 Department of Census and Statistics (2011), Household Income and Expenditure Survey 2009/10,p.10. 
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図表 21 ジニ係数（収入、2006/07）61 

 
 

                                                  
61 Department of Census and Statistics(2008), Household Income and Expenditure Survey-2006/07 (Final 
Report), p.15. 
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図表 22 ジニ係数（支出、2009/10）62 

 

                                                  
62 Department of Census and Statistics (2011), Household Income and Expenditure Survey 2009/10.  



29 
 

図表 23 ジニ係数（支出、2006/07）63 

 

 

 

 

 

                                                  
63 Department of Census and Statistics(2008), Household Income and Expenditure Survey-2006/07 (Final 
Report), p.30. 
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図表 24 ジニ係数推移（1980/81-2006/07）64 

 

 

                                                  
64 Department of Census and Statistics(2008）, Household Income and Expenditure Survey-2006/07 (Final 
Report), p.ix. 
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図表 25 全所得に占める各階層の割合（009/10）65 

 

                                                  
65 Department of Census and Statistics (2011), Household Income and Expenditure Survey 2009/10, p.9. 
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図表 26 全所得に占める各階層の割合（円グラフ）（2009/10）66 

 
 

                                                  
66 Department of Census and Statistics (2011), Household Income and Expenditure Survey 2009/10, p.9. 
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